
　　　　 　 安倍政権の暴走が加速するもとで、「住民の福祉の増

進」（地方自治法）を使命とする東京都が、悪政の防波堤

となって都民の生活と営業を守る先頭にたって奮闘す

ることが、いまほど渇望されている時はありません。

　ところが、昨年末、誕生した猪瀬知事は、「所得格差

の是正や所得保障は、（略）負担と給付のバランスを考

えながら、基本的に国の責任で対応すべきもの」

（2013年第1回定例会）、「東京都が果たすべき役割は、

（略）自助、共助、公助の取り組みを適切に組み合わ

せながら、都民ニーズにこたえる福祉サービスの基

盤整備に全力を挙げること」（同）と、都民の苦しみ

をかえりみようとしない姿勢を明らかにしました。

　その一方で、猪瀬知事が推しすすめようとして

いるのが、2020年オリンピックとそれを錦の御旗

にした東京改造計画の推進に他なりません。東京都が年内に策定する

としている「あらたな長期ビジョン」（11月1日に「論点整理」を発表）も、この路線を

全庁的な方針として推進することを目的にしたものです。

鈴木都政 “国の基準以上のことはやらない”を原則に、老人医療費有料化や国民健
康保険の支援削減など、革新都政の医療・福祉を180度転換

１９７９-１９９５
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　1970年、「健診で悪い所が見つかってもお金が払えなくて治療できない」の声をきっかけ

に、全国に先駆けて６５歳以上の医療費の無料化が、革新都政のもとで実現しました。そし

てその2年後には国の制度に発展するなど、革新都政の先駆的施策が全国におおきな影響

をあたえることになりました。

　これは、国が、老人医療制度について「枯れ木に水をやるようなもの」と暴言をはき、

憲法が定める生存権の保障に背を向け、国民の医療･社会保障制度の拡充要求に冷たい姿勢

をとりつづけるもとで、革新都政が、「憲法をくらしのすみずみに生かす」立場から、都民

の健康と福祉を守るための積極的な役割をはたしたことによるものです。

　ところが、国は、1980年をかわきりに社会保障制度の改悪をおしすすめ、1983年には

老人医療を有料にするなど、医療･社会保障制度への攻撃を強めてきました。そして、これ

に対して、東京都も自民･公明による「オール与党」体制のもとで、革新都政がつくりあげ

た老人医療費無料制度などの独自施策をつぎつぎと廃止･縮小し、医療・福祉を後退させた

のです。この路線は、「福祉は贅沢」といってはばからない石原都政のもとで極限までおし

すすめられ、いま、猪瀬都政に継承されようとしています。

第２編　東京の医療・社会保障を検証する

生存権否定の社会保障制度改革プログラム法 どうなっている東京都政

革新都政 “憲法をくらしに生かす”に立ち、全国に先がけて老人や重症・重度障害
者の医療費の無料化を実施。全国初の老人専門病院など都立病院を拡充

１９６７-１９７９

青島都政 「行政改革大綱」「財政健全化計画」で、国保税（料）の値上げ、都立病院
の廃止、多摩地域の保健所の統廃合と保健相談所の全廃を計画

１９９５-１９９９

石原都政 都市再生推進で貧困と格差を拡大。都独自の生活保護や国民健康保険の
補助制度を廃止。“都立病院はいらない”と都立病院を半分に統廃合１９９９-２０１２

猪瀬都政
知事みずからアベノミクスの“キャッチャー”と公言。石原都政を継承し、
オリンピック最優先、都民の生活と健康おきざりのビジョン策定

２０１２-
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「制度改革」

　国の社会保障制度改革国民会議がまとめた最終報告書は、「自助を基本」に「徹底した給付の重

点化･効率化が求められる」として、社会保障のあらゆる分野での徹底的な負担増と給付減を柱と

した制度改悪を、国民におしつけるものとなっています。

　【医療】　患者の負担をひきあげて受診抑制を誘導することで医療費の削減を図るとともに、病

　　　　　院で治して病院で最後を看とる「病院完結型」から、地域で治して地域で看とる「地域

　　　　　完結型」に転換することで、入院期間を短縮して医療費を削減

　【介護】　「要支援１・２」認定された高齢者を保険給付の対象からはずすことをはじめ、「一定以

　　　　　上の所得」者の利用料引き上げ、特養ホームなどの居住費・食費の軽減の廃止など、　

　　　　　「サービスの効率化および重点化」を推進

　【年金】　年金支給年齢の引き上げ、年金の支給額を減らす「マクロ経済スライド」の毎年実施、

　　　　　「公的年金等控除」の見直しなどを提案

　【保育】　営利企業の参入の促進や設置基準の緩和、小規模保育所の保育資格者の基準緩和など

　　　　　を公的責任を投げすてる「子ども。子育て支援新制度（新システム）を押しつけ

　　　2013年8月閣議決定「社会保障制度改革国民会議報告」の基本的な考え方

　憲法２５条で明記されている「健康で文化的な最低限度の生活」を保障する国の責任を放棄
　
「国民の生活は、自らが働いて自らの生活を支え、自らの健康は自ら維持するという『自助』

を基本としながら、高齢や疾病・介護を始めとする生活上のリスクに対しては、社会連帯の精

神に基づき、共同してリスクに備える仕組みである『共助』が自助を支え、自助や共助では対

応できない困窮などの状況については、・・・『公助』が補完する仕組みとするものである」と

社会保障は「リスク」に対応する「共助」と変質
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